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議事に先立ち、今回会議の議事進行は河野タスクフォース・リーダーより事務局に託された。

今回会議で新たに参加されたオブザーバー（長瀬、森、石橋、港の４氏）より自己紹介が行われた。

４．議事概要　
４－１．第３回国際連携タスクフォース会議議事録確認　
・第３回国際連携タスクフォース議事録（国際連携2014-4-02）の内容を確認した。
・今回会議までの進捗の一つとして、２月16・17日に国連CEFACTの総会がジュネーブで開催され（日本から(一般財)日本貿易関係手続簡易化協会JASTPRO事務局が参加）、同総会議長の改選があり、米国のランス・トンプソン氏（アジアの事情に通じ、日本語も出来る）が選出されたことを事務局が報告した。　
４－２．国際ネットワーク相互運用性テーマ進捗状況　
・国際ネットワーク相互運用性テーマの進捗状況に関し、資料（国際連携 2014-4-03-1～3）により同相互運用性検討リーダーが概要報告を行い、分科会チームの担当が補足説明を行った｡　
・資料03-1「相互運用検討チーム活動状況」の(1)基本方針、(2) 各チーム（a、b、cの３チーム）の状況、(3)チーム別方針［期初計画］を事項別に説明した。 
・国際メッセージングサービスの推奨パラメータ検討を行うａチームと、マッピングツール調査を行うｂチームの各作業は順調だが、パブリッククラウドの相互運用性調査を行うｃチームは担当者が参加出来ず、進んでいない。ａ、ｂ両チームの状況は資料03-1の(2)にある通りである。
・ａチームのSIPS通信プロトコルガイドラインのドラフト版を、資料03-2に示した。「通信機能確認シート」に関しては、流通で良いものが出来上がっているので、(一般財)流通システム開発センター事務局に要望し、参照したいと考えている。

・ｂチームのマッピングツールの機能一覧はほぼ出来上がっており、資料03-3がそのドラフトである。製品の比較表を作成することが目的ではなく、こうしたものが機能していること等を一覧化したかったので、製品名は分らないようにしている。調査済の製品は４点である（資料03-1の(2)－ｂ．）。
・ｃチームは、2013年度アンケート調査により現ASPのサービスの接続方式をまとめたものがある。その後の活動が、停止している。
・資料03-2の「SIPS通信プロトコルガイドライン（ドラフト）」は、前年度の担当がある程度作成してくれていて、書上げる途中の状況であったので、それをベースに今年度の担当が仕上げる予定である。
・今年度当初には、取敢えずマッピングのパラメータのサンプルが出来たら良い所かと考えたが、想定以上にまとめてくれている。当初は相互運用ガイドラインにしようと思ったが、一旦、SIPSの通信プロトコルガイドラインを出すことにした。
・その構成内容が下記である。：　
１）通信方式

１.1）ネットワーク環境
１.2）通信プロトコル
２）推奨通信プロトコル
２.１）AS2

２.１.１）プロトコル概要
２.１.２）AS2の構成要素
２.１.３）セキュリティ要件とAS2構成要素の対応
２.１.４）AS2 メッセージの構造
２.１.５）推奨パラメータセット（SIPSプロファイル）
２.１.６）参考資料
２.２）ebXML Messaging Service Specification. Version2.0 (ebMS2.0)
２.２.１）プロトコル概要
２.２.２）ebMS2.0 の主な機能
２.２.３）セキュリティ要件とebMS2.0構成要素の対応
２.２.４）ebMSメッセージの構造
２.２.５）推奨パラメータセット（SIPSプロファイル）
２.２.６）参考資料
・推奨パラメータセットはAS2とebMSの各々を載せ、いずれかで繋ぐ時に、そのパラメータを参考に互いに設計して貰うと間違いなく繋がる、ということである。
・それ以降の、オプション等を調べて貰えればと思うが、繋がる最低レベルはこれだけあれば間違い無いということに、今回はしている。
・参考資料として各通信方式確認シートをそれぞれに付ける。
・マッピングツール調査の一覧（資料03-3）に関し、ｂチームの担当が以下を説明した。：　グローバルメッセージングを扱う時に必要なマッピングを行う上で、どういう機能があるのかを４製品で調べ、調査をほぼ終えている。あとは、マッピングツールの使い方のイメージ・使い勝手をまとめて報告の後部分にするという段階にある。
・結果的に年度当初予定のクラウド（ｃチーム担当のパブリッククラウドの相互運用性調査）が今年度は抜けた。現在ASP間で国内通信手順データ連携を行っているが、クラウドで行う時には、クラウド用の技術等が出てくる。各ASPが、こういう手法を持って来ればクラウド間を連携出来る、というものを策定したい。
・パブリッククラウドの相互運用性調査は重要であり、次年度に継続して行いたい。ａチームの担当がその辺を考えてみようかと言ってくれているので、若干期待している。

・同報告に関し、以下の質疑応答および意見交換が行われた。：　
－メッセージのエンベロープの情報が標準化されていない。例えばUN／EDIFACTという場合や、流通BMS、CIIもあろう。そうした明示は、どこに書くのかを示して貰えればと思う。通信プロトコルには、多分そうした記載をする所は無いのではないか。その下の本文内のどこかに載る必要があるのではないか。そういう点はどこでやって貰えるのか。
－SIPSとしてどの辺を決めて行くことになるのか、例えば、自治体のメッセージだとして、そのドメイン（自治体消耗品購買）をどこで指定すればよいのか。通信プロトコルから上の方の話になる。メッセージには、それぞれ固有の決めた組織がいて、その組織のルールに従い作られているから、ASP間で受渡しする時にそのメッセージがどのドメイン標準に基づき作られたものかを判断する何らかのキーがどこかに付いていないと受けても分からない。　
－個別業界の異なる標準で受渡しをするには、どこのメッセージと分るものがどこかに入っていないといけない。業界横断が成立し得ないのではないか。
－複数の相手先とであると、受ける口をばらばらに作らなければいけない。
－１個のシステム内に、相手先A社、B社、C社それぞれを、通信プロトコル内に設定してある。そこから飛んで来ると、何も考えずに流通BMS、ECALGAというように振分ける。通信ソフトウェアは、内部不干渉が昔から不文律のようなものになっていて、中は読まない。　
－シンタックスが分らないと、まずアプリケーションが読めない。　
－SIPSで行おうとしているのは、いくつものバージョンの、ドメイン毎のメッセージのやり取りであり、例えばOrderメッセージも種々あり異なっている。どのドメインのものか等により、対応するスキーマも異なる。

－インターネット上であると、いくつかのテキストデータやHTMLとかに、ある程度範囲は限っている。メッセージの頭を見て判断することと、ファイル名のエクステンションで判断する方法、中身がXMLの場合はネームスペースで判断するというように、組合せで行う。インターネットはオープンなので、登録型ではない。
－EDIをインターネットで交換する方法としては、XMLを使うというのが一定の流れである。XMLを前提にするのであれば、ネームスペースを決めてやり合うということで判定が出来る。実際に、流通BMSのネームスペースも既に決めて頂いている。
－その結果として、どのアプリケーションかも判定が出来る。
－メッセージのバージョンは、そのメッセージのデータ内に入れられるか。
－XMLでは、ネームスペースにバージョンを入れる方法がある。

－SIPSの業界横断EDI仕様に入れるとすれば、Document exchanged内に入れるしか無い。Document exchangedを見て、例えばバージョンや何のモデルに対応しているか等を書ける。
－また、Document context exchanged（現在は使っていない）で、そのメッセージがどのビジネスプロセスに対応しているかを指定できる。
－Document exchanged、Document context exchangedでどこまで出来るかを、見直してみるというのはどうだろうか。
－その議論は当TFの国際ネットワーク相互運用性検討会議で行って頂けるのか。あるいは、国際／業界横断EDI TF会議で行われるものか。

－Document exchanged等は、通信のあとの部分であり、国際／業界横断EDI TF会議で行うことになる。　
－それ以外であると、SBDH（Standard Business Document Header）があるが、国連CEFACTの改訂作業が中断しているので、ここは触りたくないと思う。
－当TF国際ネットワーク相互運用性検討の今年度のアウトプットとして、冊子のようなものを出すのであろうか。
－取敢えず、現資料のままの形とする予定である。
－（マッピングツール調査一覧内に）ツールの名称を明示願えないのだろうか。

－（一覧内に）名称を明示しないのは、（比較を懸念する）ヒアリング先への配慮からである。「こういうことがある｡」と示し、ユーザーが「ここまでで良いからそういう製品を探す｡」というようになれば良い。
－世に出回っていないものは除外している。当初は調査候補にしたが取り止めた所がある。一覧に掲載のものはどれも「使用に耐える。」ものである。　
４－３．グローバルSCM見える化実証案
　
・国際サービスプロバイダーを用いたSCM見える化についての実証に関し､資料「来年度グローバルSCM見える化実証に向けた計画案」（国際連携2014-4-04）により、同作業担当委員が説明を行った。

・資料04の「1-1. GSCM管理における国際物流情報連携の必要性」は、前回の「グローバルSCM見える化の目的」の図に説明文を加え、その必要性を示している。　
・同資料の「1-2. グローバルサプライチェーン情報管理の現状」（2014年度のラウンドテーブル資料）は、国内化学企業におけるGSC情報連携の現状を例示し、荷主へのGSCM情報集約の負担および、物流企業の情報サービスや電子的な情報連携サービスの利用は普及が広くはないことを示している。
・資料の「1-3. 国際物流情報連携プラットフォーム」は、荷主が欲しい形での情報取得がワンストップで出来、荷主と関係者が持つ資産の活用が可能で、荷主と関係者が共同利用し得る、国際物流情報連携プラットフォーム構築の必要性を示している。
・資料の「1-4. 国際物流を取り巻く社会的変化」は、社会的変化の視点から、物流業務への影響および現実に起っていることを図示し、貿易とトランザクションの増大・複雑化に対応する、貿易トランザクションの効率化に寄与する情報連携プラットフォームの必要性を示している。
・種々の制約はあっても、理想的な形を考えると、国際物流プレイヤー（民間物流企業に加え、日本を含む各国の税関）から取得した情報を一元管理し、ワンストップサービスで荷主に物流ステータスを提供する国際物流情報連携プラットフォームが望ましいと考えられる（資料の「2-1. 国際物流情報連携プラットフォームコンセプト」）。
・来年度以降のPOC実証実験に関しては、国際物流情報連携のうち､日本のNSWを活用した「輸出入当事者間の情報共有基盤の構築」（輸入プロセス：日本版24時間前申告ルールの情報を活用し出港前情報を輸入者へ連携。輸出プロセス：NACCS登録輸出関連文書を輸入者へ連携）（実施にはNACCSセンターとの連携が前提）を検討する（資料の「2-2. 来年度以降のPOCにおける取り組みテーマ案」）。
・日本NSWは、日本の輸出入における共通的な基盤として利用され、規模等によらず多くの企業が利用可能と想定出来、既にプラットフォームとして輸出入の情報を保持しており、その蓄積データを活用することが効率的であるとのメリットを仮定する（資料の「2-3. 日本NSWデータを活用するメリット」）（三国間取引など日本を経由しない物流の情報取得については、日本のNSWを活用したノウハウを海外のNSWに応用する等、今回の成果を踏まえ将来検討する）。
・輸出入情報共有のニーズ・検証の１番目は、日本への輸入プロセスにおいて、輸入企業への、出発日(Actual Time of Departure）とB/L番号・コンテナ番号の提供を想定する（資料の「2-4. 輸出入情報共有のニーズ・検証（輸入プロセス）」）。今後、業務フロー上でどこにメリットがあるかを確認する。例えば以下のメリットが想定される。：　∘日本到着後のアクション計画の前倒し。　∘輸入側から始まるステータスの確認の情報収集等コミュニケーションの手間を省ける可能性。
・日本への輸入＝海外側の輸出 のケースにおける検証方法のイメージを、資料の「2-5. POC検証実現方法案(日本への輸出)」に示す。
・輸出入情報共有のニーズ・検証の２番目は、輸出プロセスにおいてNACCSの通関情報（最終確定情報）を輸入側の荷主へ連携することを想定する（資料の「2-6. 輸出入情報共有のニーズ・検証（輸出プロセス）」）。具体的なメリットに関しては、現地側のニーズの検証が必要。
・日本からの輸出＝海外側の輸入 のケースにおける検証方法のイメージを、資料の「2-7. POC検証実現方法案（日本からの輸出）」に示す。
・今後の活動に関し、来年度はグランドデザインの策定をターゲットに、以下により検討を進めることを想定している。：　１.業界団体と協力してのニーズ調査　２.グランドデザイン策定に向けたフィージビリティスタディ　（１と２は一部並行作業を想定。日程案は今後関係者と協議する。）（資料の「3-1. 今後の活動について」）
・同説明に関し、以下の質疑応答および意見交換が行われた。：　
－石油化学工業協会は３月12日にNACCSと輸出の方の意見交換をさせて頂くことになっている。　　
－出港前報告制度の関係で外地のデータが入って来るので、それを民間でいかに使えるか、という所に来ていると思う。外地の出港データが来たら、民間で実利用出来ないかは、第６次更改に合せてやって貰えないかという話が来ている。
４－４．2014年度国際連携タスクフォース報告構成案  
・今年度の当TF報告構成案に関し､資料「2014年度国際連携タスクフォースレポート」案（国際連携2014-4-05）により、事務局が説明を行った。

・同レポートは下記の構成（前年度レポートと同形式）であり、100ページ余になる。：



はじめに



2014年度国際連携タスクフォース委員



1.ラウンドテーブル報告



2.国連CEFACTの動向



3.AFACTにおける活動


4.国連ESCAPにおける貿易円滑化動向



5.アジア進出日系企業のIT／EDI事情



奥付

・1.ラウンドテーブル報告に、「1.3ラウンドテーブルのフォローアップ」として、上記議事４－３.で紹介されたパワーポイント資料を入れる予定である。
・レポートの内容の殆どは、今年度当TF会議資料の並び等を整えたものである。4月になってからeブックで出版したいと思っている。
・TF年次報告に関し、以下の質疑応答および意見交換があった。：　

－上記の内容で100ページ位であると、価格をいくら位にすると良いであろうか。

－会員は無料である。それが会員のメリットである。
－当レポートと同時にもう1冊編集中のものが、（国際／業界横断EDI TFの）ビジネスインフラガイドブック第3版であり、メッセージやテーブル等が全部入っており、(当レポートより）少し高くなろう。これも会員は無料である。ガイドブック第3版が5千円～1万円位で、当レポートが3千円位であろうか。　
－仕様書類は、過去の例から見ても結構高い。例えばECALGAの赤本は万単位である。従って、ガイドブックは1万円位でも良いのかと思う。
－eブックであるので、発行者側は印刷コストが掛らない。スペースも要らず在庫リスクも無い。コスト的に安い。
－会費よりは安くしておかないとまずいのではないか。
－逆であろう。そうでないと、会員になって貰えない。

－1冊いくら、ということであるので。例えば、部門単位で1冊欲しいと、5～6冊購入する所があるかもしれない。
－それは無いのではないか。1冊購入しプリントアウトしてコピーするであろう。
－「コピー禁止」の文章を示すことは出来るが。

－ガイドブックの方は、例えば全部PDFで出すが､実際には後ろにあるエクセル表等がPDFでは使い物にならず、購入者にはパスワードを与え、そのパスワードでエクセルを開けるようにし、そこまでを含めた価格設定をする。
４－５．2014年度サプライチェーン情報基盤研究会活動概要 　
・当TFの次年度活動計画案討議のため、資料「2014年度サプライチェーン情報基盤研究会活動概要」（国際連携2014-4-06）の「１.国際連携TF活動トピック」により当TFの今年度活動概要を、事務局が紹介した（配布当初資料の同トピック5行目「、机上の実証を試み」の部分は削除）。　　
・同資料に、2014年度SIPS活動の総括、「2. 国際／業界横断EDIタスクフォース活動トピック」（4行目「水業界」は工事関係の「プロジェクト取引」に修正）、「3. 金流商流情報連携タスクフォース活動トピック」、「4. サプライチェーン情報基盤研究会の法人化」を報告している。
・法人化に関しては、新SIPSの会員募集を2015年1月より開始し、新たな所から問合せを受け検討願い入会頂いたりしている。既会員の入会がまだ無い。一般社団法人SIPSはこれまでの研究会と別になるので、社内手続の都合等がある場合ば部門で対応をお考え頂き、継続ではなく、新たに入会申込書を提出願いたい。

・入会申込書は、税務監査等の時に必ず示せるようにしておくことになる。申込書への押印は、代表者のものでなくても良い。
・（一般社）SIPSは4月に理事会を開催し、同月中に総会を出来れば開催したい。会員（幹事会員・正会員）は全て総会の委員になる。
・次年度当TF事業の検討を行う前に､下記議事４－６.で（一般社）SIPSに関し報告を行う。　
　
４－６．一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会について
・（一般社）サプライチェーン情報基盤研究会SIPSに関し、資料（国際連携 2014-4-08）により、事務局が報告を行った。
・ご承知の通りSIPSは、これまでの研究会から4月に一般社団法人SIPSとなる。資料08の1・2ページが、2014年12月の法人設立後の税務申請時に必要とされた、設立趣意書である。
・設立趣意書は、これまでの研究会の趣意書と殆ど変らない。「4．事業」の①～⑥および「5．発起人（3名）」について概要を紹介。
・発起人理事会を開催（2014年12月18日）し、役員（9名）を決定した（資料の3ページ）。これらの役員が4月に集まり第1回理事会を開催する。その後、社員総会を開催し、発起人レベルでなく、正式な決定を行う。

・会員規程（資料08の4・5ページ)は、発起人理事会で決めたものである。登記事項ではなく、総会後もまだ修正の余地がある。会員および会費に関する基本的事項（第1～8条）を定めている。

・暫定的にこれに基づき、理事会まで運営して行く。同規程に関し、コメント等があれば受付ける。　
４－７．2015年度国際連携タスクフォース事業テーマ案　
・2015年度当TF事業テーマ案に関し、資料（国際連携 2014-4-07）により、事務局が説明を行った。

・資料07「2015年度国際連携TF活動計画案」（1ページ）の活動方針内の国連CEFACT日本委員会・標準促進委員会は、主に国連CEFACTの勧告の検討・普及等を行っている。国連CEFACTの技術的な標準化に関してはSIPS／当TFから提出する。
・今回会議で、下掲2015年度の活動項目に関し順次議論頂きたい。
：活動項目(１)企業のグローバルサプライチェーンIT基盤調査

(ラウンドテーブル

(国際物流の見える化実証
・ラウンドテーブルは、2013年7月には海外のIT戦略／ガバナンスに関し、2014年9月は国際物流に関し、審議を行った。2015年度用に、ラウンドテーブルのテーマのご提案を願う。2013・2014年の各ラウンドテーブルでは、有用なアイデアや一歩前進を促す手掛りを得ることが出来た。
・一案として、国際物流に関しては2014年半ば以降に始めたばかりであり、議事４－３.の終り部分で予定されたグランドデザインのたたき台が早目に出されれば、それをテーマにしてラウンドテーブルの開催が可能になるのでは、と思う。
・更に大きく、グローバルサプライチェーン展開戦略にするということもあり得ようが、あまり大きくすると次の活動に結び付かなくなるのでは、という懸念がある。
・同説明および要請に基づき、以下の意見交換および確認を行った。：

－2014年9月の国際物流に関するラウンドテーブルでは、以下が明らかになった。：　荷主と物流業界とNACCSはそれぞれ、認識がずれていた。例えば、NACCSはユーザーからの要請で機能整備を行ったが、使ってくれないと言っている。物流企業は、自社で荷物もトラックも全て情報等は出せると言う。一方で荷主側は、何も見えないと言っている。３者がかみ合っていないということが判った。
－実証実験を行って、ラウンドテーブルを行うと、そのかみ合っていないことがはっきりして来よう。　
－もう少し、見える化を検討すべきであろう。
－2014年9月の国際物流のラウンドテーブルでは、物流業者（日通、DHL）は、自分で何かしようという意向が見えなかった。
－2014年度のフォローアップのような形で、2015年度のラウンドテーブルは、グローバルサプライチェーン国際物流の見える化をテーマに行うことで良いであろうか。

－国際物流の見える化実証実験グランドデザインを一つのたたき台にしながら、どこまで広げて行くかをラウンドテーブルで見極めればというように考える。

・：活動項目(２)グローバルネットワークの相互運用性検討

(オープンネットワークにおけるメッセージエンベロープの標準化

(クラウドコンピューティング環境におけるサービスの相互運用性
・上記のうち、オープンネットワークにおけるメッセージエンベロープの標準化は、上述議事４－２.において、国際／業界横断EDI TFの検討事項とすることを確認した。
・活動項目(２)に関し、以下の意見交換および確認を行った。：　
－相互運用性については、ガイドライン作成が残っている。
－2013年度にかなり作成したが、その担当達が2014年度の活動に参加出来なくなった。
－今年度の担当が頑張り、前にまとめたものについて、担当チーム内で話を進めた。
－今年度はガイドラインを書き切っては、いかがか。
－売れるものを作って頂けると良い。
－ECALGAは、あの薄い「ASP相互接続ガイド」も販売している。ぜひSIPSもということで、活動項目に掲げる。クラウドに関しては、ガイドを作成予定であろうか。
－なお、今年度出来ていない所としては、セキュリティの部分がある。プロトコル内のセキュリティは意識しているが、証明書等に関しては手付かずである。プロトコル内のセキュリティは見えるが、プロトコルの外側については出来ていない。
－証明書等に関しては横断EDI TFで検討している。現在、手書きサインイメージを含めた電子証明の実装について、グローバルサインとしてはどういう見解を持っているか。タイの実装はどう評価できるか。　　　　　　　　　
－タイが求めているものは手書き署名であり、電子署名を求めてはいない。
－彼等は、手書き署名を電子署名でエンベロープしようとしている。

－手書き署名で電子署名無しだと、改竄される。いずれにしても、この辺は業界横断EDI TFで扱い、相互運用性検討チームの対象とはしない。
－2014年度の当TF活動計画の中に、電子署名が相互運用性検討の対象事項に入っていたため、外せればと思っていた。
－2015年度の相互運用性検討活動の対象事項は、オープンネットワーク相互運用性ガイドの策定およびクラウドコンピューティング環境におけるサービスの相互運用性とする。
・：活動項目(３)国連CEFACTにおける標準化とその普及に貢献
(国連CEFACTへの参加（BPS、M&T）
(SIPS業界横断EDIの国連CEFACT辞書追加プロジェクト（SCM）
・国連CEFACTの会議に参加し、かつ国連CEFACTの作業計画に基づく標準化作業に参画する。SIPS業界横断EDIの国連CEFACT辞書追加プロジェクトを提案しており、国連CEFACTフォーラムで作業を進めて行く。
・：活動項目(４)アジアにおけるグローバルサプライチェーン可能性調査

 
(AFACTおよびAPTFF参加

 
(現地調査
・上記のうち現地調査の候補地に関し、以下の意見交換および暫定的合意を行った。：　　
－2012年度はバンコク、2013年度はインドネシアとバンコク、2014年度にはベトナムに、それぞれ行き進出日系企業を訪問調査し、報告書を作成した。調査参加の方々はそれぞれモチベーションを得て帰って来られた。2015年度は、どこを候補地にすると良いか。　　
－工場を展開したい人々が調べたいことと、ITベンダー企業の人々が調べたいことでは、層が切れている。

－訪問調査にあたっては、両方の意見を１パッケージにして聞いている。うまくマッチさせていると思ってはいる。
－2014年にはベトナムとタイで実証実験があったので、合っていたが、他の人々が海外を調べるのなら、例えば発展途上の国でビジネスが成立つのか見ることが出来る所に行きたいと、現場の人は言うであろう。一方、ITベンダーの人々は、そうした所にITは無いと言うであろう。
－例えば自動車部品業界の業界横断EDI TFリーダーは南アフリカ等を調査したい意向もあると聞いている。

－インドを調査したい意向もありそうである。
－インドは（製造業側とIT業側の）共通する点があり良い。南アフリカは、ITベンダー側は関係性が無い。　
－南アフリカに関心があるのは、自動車関係業界の方々である。日本のODA出資状況で言えば、現在はタイにはあまり出していない。インドネシアとベトナムに多額の投資がなされている。更に、現在はミャンマー、カンボジアが投資対象として注目を集めている。遠い所は辛いということがある。アジア系の人々は言葉が異なっても雰囲気は分り合えるが、インドは少し違う。
－流通業界の方々に関心を持って貰える所はどういう国々になろうか。

－カンボジアにイオンが進出している。
－ベトナムには関心を引くものが多くあった。高級ショッピングセンターがあり、安価な飲食店は栄えていず、高価なレストランが儲かっていた。　
－中国へ訪問調査には行かないのであろうか。
－中国やインドの場合は国土が広く、どこにするか。中国であると、北京、上海よりも奥の方に入るのはどうであろうか。武漢には日本のITベンダーが進出している。安全性もある。西安も関心を引くものがあるかと思われる。大連もある。
－インドであると、どこが候補地に挙げられようか。
－新興工業団地は、ニューデリーとムンバイの間の辺りにある。
－現地調査は行うとし、中国、インドを中心に検討することで良いであろうか。ミャンマーやカンボジアへの関心はいかがか。ITベンダー側には、きついであろうか。
－中国なら地方都市、地方の州都等が良い（北京はPM2.5等もある）。
－SIPSでPAAのチャンネルを広げるとか、CrimsonLogicやDagangNet等のキーポイントにチャンネルを作って来て貰えれば、今後の情報連携に使える。
－JASTPROのシニアアドバイザー（TEDIの時よりPAAに関し取組む）はPAAのメンバーとのコンタクトがあり、要すればCrimsonLogicやDagangNetとの仲介等が可能であろう。
－取敢えず、中国、インド、PAAの３つ位を調査対象候補とする。
－PAAとの調整役は、JASTPRO事務局が可能なのではなかろうか。 
－PAAも意外と閉ざされている面があり、外に情報をあまり出さない可能性はある。
・：活動項目(５)ビジネスインフラ成果のアジア展開推進
 (アジアレジストリの立上げ　　
 (ビジネスインフラガイドブック英語版発行
・アジアレジストリの立上げは、当TFの事項なのか業界横断EDI TFの事項なのか、分り難い。ビジネスインフラガイドブックは、2014年度に英語版を発行しなかったが、2015年度は作成し普及の目的のため無料で配布することを考えている。
・2013年度に出したホワイトペーパーは、国連CEFACTメンバーの一部で関心を持たれた。アジア展開には、英語化を進める必要がある。
・業界横断EDI TFは次週に会議を行う。活動方針は少し変え、「サプライチェーン商流・金流・物流の全般に業界横断EDI仕様を中心とするビジネスインフラの拡充を図る。」ということを提案する。テーマはこれから皆で議論するが、領域メッセージ展開、レジストリ整備、海外進出企業の現地取引の研究等である。
・最後のものがアセアン地域への展開戦略策定と調査であり、先程の現地調査に対応しており、どうするかということである。
・国連CEFACT支払通知拡張プロジェクトはフォーラムで行うので、国際連携だとは思う。　
・（業界横断EDI TFの）追加資料には、支払通知とは別に、現在40余の追加要求項目がある。SIPSの領域展開に連動して、国連CEFACTへの提案活動を行う。
・新たなチャレンジとして、電子署名実証実験、もう一つが、IOT（Internet of Things）　に関する調査研究である。IOTはビジネスインフラになり得るものであり、特に自動車関係は元々、物に情報が付いて同時に動いているので、IOTのコンセプトを先取りしている。その辺りを研究しようかと考える。
・同説明に関し、以下の意見交換があった。；　

－インダストリ4とIOTを付ける話であろうか。ドイツの製造業に限られた話という気がするが。
－コンセプトはIOTである。元々は、RFIDをどう使うかと言う話である。
－込み入った話の中に、IOTというのが出て来るのは若干違和感がある。
－EDIと同様に、一般的にビジネスインフラとして取上げるべきかを検討してみようかと思う。これは、次週の横断EDI TF会議事項になる。　
・2015年度当TF活動項目案討議の結果、下記下線部を改訂した。：

(１)企業のグローバルサプライチェーンIT基盤調査


(ラウンドテーブル（国際物流の見える化）


(国際物流の見える化実証グランドデザイン
(２)グローバルネットワークの相互運用性検討


(オープンネットワーク相互運用性ガイド策定



(クラウドコンピューティング環境におけるサービスの相互運用性
(３)国連CEFACTにおける標準化とその普及に貢献

(国連CEFACTへの参加（BPS、M&T）

(SIPS業界横断EDIの国連CEFACT辞書追加プロジェクト（SCM）
(４)アジアにおけるグローバルサプライチェーン可能性調査

 

(AFACTおよびAPTFF参加

 

(現地調査（候補： 中国、インド、PAA等）
(５)ビジネスインフラ成果のアジア展開推進

(レジストリの英語化

(ビジネスインフラガイドブック英語版発行
・2015年度活動計画案は、最終的には他のTFとの重複を避けながら決め、理事会に提出する。
４－８．今後のスケジュール 　
・今回が2014年度当TFの最終会議であり、4月に(一般社)SIPSの理事会を開催後、新年度のTF会議を開催する予定であること、また、新SIPSの会員申込は3月20日が締切であること等を、事務局が説明した。
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